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2021年２月の DATASALAD 有効求人件数 
 ～前月比プラスも、新型コロナで伸びは弱く 
   

 

2021 年３月４日 

公益財団法人九州経済調査協会 事業開発部 

 

九経調 DATASALAD では、景気、産業、社会に関する政府統計に加え、API やスクレイピングによって日々

収集したインターネット上のビッグデータを、地域の景気や産業の動向を分析する指標として加工、可視化し

ている。 

本稿では、ハローワークインターネットサービスに掲載されている求人件数を集計した「就業地別有効求人

件数1」を活用し、新型コロナウイルス感染拡大の影響が続く 2021 年２月の雇用動向を分析する。なお本統計

の特徴は、厚生労働省公表の統計より１カ月ほど早く傾向をつかめる即時性、また求人を出した企業の所在地

ではなく、実際の求人がある就業地別の値を捉えている点にある。 

 

DATASALAD：https://datasalad.jp/ 

 

 

1．全国の有効求人件数：2021年２月は全国で前月比＋1.2%の増加、２カ月連続プラス 

2021 年２月における全国の有効求人件数は 1,099,076 件となった。前月比は＋1.2%と２カ月連続でプラスに

なり、前年比も▲15.0%と１月の▲16.3％から＋1.3%pt 上昇した（図１）。 

有効求人件数は 2021 年１月、２月ともにプラスを示しているが、これは季節要因によるものと考えている。

有効求人件数と同様の動きを示す厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数（原数値）について、コロナ

禍前における前月比平均（期間：2010～19 年）を算出すると、１～３月は大幅なプラスを示していることが分

かる（表１）。これと比較すると、2021 年の１月と２月は前月比プラスにはなったが、その伸びは大きくはな

い。また求人件数の「対 2019 年同月比」をとると、２月は▲23.8%となり、１月の▲23.2%から若干ながら低

下している。この点からも、求人の回復が鈍化していることが推察される（表２参照）。 

回復鈍化の理由としては、先行き不透明感による来年度に向けた採用に対する慎重姿勢と、緊急事態宣言発

出や Go To キャンペーン一時停止など、新型コロナウイルス第３波による影響を受けた業種での減少傾向の継

続という２つの要因が考えられる。 

  

 

 

 

 
1ハローワークインターネットサービスより就業地別求人情報の掲載件数を毎日取得し、「就業地別有効求人件数」として

掲載している。月次値については、各月における有効求人件数の最大値としている。なお、取得する求人区分は「一般求

人」「新卒・既卒求人」で、またハローワークインターネットサービスの仕様変更によりデータが取得できなかった 2020

年 1 月については、厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数を用いて補間した。 
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図１ 有効求人件数の推移（全国） 

 
資料）九経調 DATASALAD 

 

表１ 有効求人数（原数値）、有効求人件数の前月比（全国） 

 

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」、DATASALAD より九経調作成 

 

 

  

有効求人数

（原数値）

【政府統計】

2010~19年平均 2019年 2020年 2021年

1 2.8% 0.9% ▲ 4.2% 0.8%

2 5.0% 2.1% ▲ 0.4% 1.2%

3 3.7% 0.4% ▲ 5.3%

4 ▲ 4.4% ▲ 5.0% ▲ 14.9%

5 ▲ 3.0% ▲ 1.8% ▲ 8.1%

6 0.8% 1.0% ▲ 0.5%

7 1.0% 1.0% 4.1%

8 1.6% 0.4% 2.0%

9 2.8% ▲ 0.8% 1.2%

10 3.1% ▲ 0.6% 4.2%

11 ▲ 0.7% 0.6% 1.6%

12 ▲ 3.9% ▲ 1.5% ▲ 0.5%

月

有効求人件数

【DATASALAD】
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2．地域ブロック別有効求人件数：12地域全てで前月比プラス 九州は 9カ月連続で増加            

2021 年２月の就業地別有効求人件数を地域ブロック別にみると、前月比は全国 12 ブロック全てでプラスに

なった（表２、３）。前月比のプラスが最も大きかったのは北陸（前月比＋3.2%）で、以降は甲信越（同＋2.7%）、

北海道（同＋1.9%）と続く。コロナ禍前となる対 2019 年同月比をみると、全国の▲23.8%に対し、北海道（▲

15.6%）、四国（同▲17.9%）、九州（同▲18.7%）などで比較的戻りが早い。 

九州における 2021 年 2 月の有効求人件数は 141,295 件となり、前月比は＋1.6%と９カ月連続で増加した。

前年比も▲8.1%と前月より上昇したが、対 2019年同月比は▲18.7%と、前月の▲17.1%から低下している。 

 

表２ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年２月） 

 

資料）九経調 DATASALAD 

 

 

表３ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年２月） 

＜前月比順位＞                     ＜前年比順位＞ 

    

資料）九経調 DATASALAD 

  

(単位：件・％)

前月比 前年比 対2019年同月比

全国 1,099,076 1.2% ▲ 15.0% ▲ 23.8%

北海道 47,761 1.9% ▲ 8.9% ▲ 15.6%

東北 95,248 1.7% ▲ 9.3% ▲ 20.9%

北関東 61,357 0.5% ▲ 13.1% ▲ 20.5%

南関東 225,505 0.6% ▲ 20.6% ▲ 27.2%

甲信越 56,935 2.7% ▲ 11.6% ▲ 23.4%

東海 123,498 1.6% ▲ 16.1% ▲ 28.4%

北陸 35,649 3.2% ▲ 14.2% ▲ 25.0%

近畿 169,055 1.1% ▲ 18.0% ▲ 25.5%

中国 87,327 0.3% ▲ 14.3% ▲ 22.9%

四国 44,736 0.3% ▲ 11.3% ▲ 17.9%

九州 141,295 1.6% ▲ 8.1% ▲ 18.7%

沖縄 11,085 1.6% ▲ 26.5% ▲ 32.0%

2021 02
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3．都道府県別の有効求人件数：41都道府県で前月比プラスに  

2021 年２月の就業地別有効求人件数を都道府県毎にみると、前月比は 41 都道府県でプラス、６県でマイナ

スになった（表４、５）。前月比が最も高かったのは秋田県（前月比＋4.3%）で、以降は山形県（同＋4.1%）、

福井県（同＋2.8%）と続く。対して、前月比が最も低かったのは香川県（同▲1.8%）で、以降は鳥取県（同▲

1.2%）、千葉県（同▲1.0%）と続く。なお緊急事態宣言の対象地域 11 都府県のうち、有効求人件数が前月比マ

イナスとなったのは千葉県のみであり、求人件数の増減に関しては、緊急事態宣言の発出による有意な差はみ

られなかった。 

前年比をみると、秋田県（前年比＋2.3%）、鹿児島県（同＋0.9%）の２県は、コロナ禍後初めてプラスを示

した。この両県は対 2019 年同月比もマイナス１桁台と高い水準にあり、求人の回復がとりわけ進んでいる地

域である。対して、前年比・対 2019 年同月比ともに最も低いのは沖縄県で、このほか東京都、愛知県、大阪

府なども低く、大都市圏中心部で求人の回復が遅れている。 

九州地域においては、鹿児島県（同＋2.5%、９カ月連続プラス）、宮崎県（同＋1.9%、２カ月連続プラス）、

福岡県（同＋1.8%、８カ月連続プラス）、大分県（同＋1.6%、３カ月ぶりプラス）、沖縄県（同＋1.6%、５カ月

連続プラス）、長崎県（同＋1.4%、５カ月連続プラス）、佐賀県（同＋1.0%、８カ月連続プラス）、熊本県（同

＋0.7%、９カ月連続プラス）となり、８県で前月比プラスになっている。対して、山口県（同▲0.7%）は２カ

月ぶりに前月比マイナスとなっている。なお前年比・対 2019 年同月比ともに、沖縄県を除く８県で全国平均

より高い。 

 

表４ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年２月） 

 

資料）九経調 DATASALAD 

 

 

  

(単位：件・％)

前月比 前年比 対2019年同月比 前月比 前年比 対2019年同月比

全国 1,099,076 1.2% ▲ 15.0% ▲ 23.8% 24 三重県 三重県 16,125 0.9% ▲ 14.9% ▲ 26.3%

 北海道 47,761 1.9% ▲ 8.9% ▲ 15.6% 25 滋賀県 滋賀県 13,188 2.1% ▲ 15.6% ▲ 25.8%

 青森県 13,675 2.3% ▲ 4.9% ▲ 18.5% 26 京都府 京都府 24,550 1.2% ▲ 19.8% ▲ 23.2%

 岩手県 13,898 1.9% ▲ 11.2% ▲ 22.0% 27 大阪府 大阪府 68,846 1.6% ▲ 20.6% ▲ 28.2%

 宮城県 21,772 0.0% ▲ 14.0% ▲ 25.6% 28 兵庫県 兵庫県 42,499 0.1% ▲ 16.5% ▲ 25.6%

 秋田県 13,873 4.3% 2.3% ▲ 8.8% 29 奈良県 奈良県 11,278 1.4% ▲ 13.6% ▲ 20.5%

 山形県 12,774 4.1% ▲ 13.9% ▲ 24.1% 30 和歌山県 和歌山県 8,825 0.8% ▲ 7.4% ▲ 12.1%

 福島県 19,391 ▲ 0.8% ▲ 10.5% ▲ 20.9% 31 鳥取県 鳥取県 7,822 ▲ 1.2% ▲ 12.7% ▲ 19.6%

 茨城県 24,352 0.6% ▲ 12.8% ▲ 21.3% 32 島根県 島根県 10,496 0.4% ▲ 8.8% ▲ 17.1%

 栃木県 19,064 1.0% ▲ 13.0% ▲ 22.1% 33 岡山県 岡山県 23,718 1.0% ▲ 15.6% ▲ 21.6%

 群馬県 17,941 ▲ 0.3% ▲ 13.6% ▲ 18.0% 34 広島県 広島県 28,787 0.5% ▲ 18.0% ▲ 27.3%

 埼玉県 43,738 0.5% ▲ 17.2% ▲ 24.0% 35 山口県 山口県 16,504 ▲ 0.7% ▲ 9.6% ▲ 21.3%

 千葉県 36,459 ▲ 1.0% ▲ 19.4% ▲ 25.8% 36 徳島県 徳島県 8,598 0.9% ▲ 8.4% ▲ 15.3%

 東京都 94,005 0.8% ▲ 24.7% ▲ 31.0% 37 香川県 香川県 12,152 ▲ 1.8% ▲ 17.8% ▲ 22.7%

 神奈川県 51,303 1.3% ▲ 16.0% ▲ 23.3% 38 愛媛県 愛媛県 15,921 1.4% ▲ 10.1% ▲ 17.7%

 新潟県 24,594 3.3% ▲ 13.2% ▲ 26.1% 39 高知県 高知県 8,065 0.5% ▲ 5.8% ▲ 12.9%

 富山県 12,608 3.6% ▲ 15.0% ▲ 28.4% 40 福岡県 福岡県 46,852 1.8% ▲ 11.9% ▲ 22.6%

 石川県 12,115 2.6% ▲ 17.6% ▲ 27.8% 41 佐賀県 佐賀県 10,117 1.0% ▲ 8.3% ▲ 19.8%

 福井県 10,939 3.7% ▲ 9.0% ▲ 17.0% 42 長崎県 長崎県 13,972 1.4% ▲ 10.9% ▲ 20.6%

 山梨県 8,433 2.4% ▲ 12.1% ▲ 20.6% 43 熊本県 熊本県 20,098 0.7% ▲ 5.9% ▲ 17.8%

 長野県 23,908 2.1% ▲ 9.8% ▲ 21.4% 44 大分県 大分県 13,438 1.6% ▲ 12.9% ▲ 21.0%

 岐阜県 21,137 1.4% ▲ 12.5% ▲ 22.6% 45 宮崎県 宮崎県 14,119 1.9% ▲ 4.6% ▲ 14.0%

 静岡県 31,166 1.1% ▲ 11.2% ▲ 26.8% 46 鹿児島県 鹿児島県 22,738 2.5% 0.9% ▲ 9.6%

 愛知県 55,070 2.1% ▲ 20.2% ▲ 31.7% 47 沖縄県 沖縄県 11,085 1.6% ▲ 26.5% ▲ 32.0%

2021 02 2021 02
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表５ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年２月） 

＜前月比順・上位＞                  ＜前年比順・上位＞ 

   

 

 

＜前月比順・下位＞                 ＜前年比順・下位＞ 

   

資料）九経調 DATASALAD 
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